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ツ 実 施 の 英 語 検 定 Global Test of English 
Communication。テストは1,000点満点、4技能







































（6）  TOEFL iBT：1964年以来世界最大受験者数、
英語非母語者対象の国際基準英語能力測定試
験。130 か国、9,000 以上の大学や機関活用。





企 業・ 団 体・ 学 校 な ど 広 く 採 用。2016 年
TOEIC  Listening & Reading Testへ名称変更。
TOEIC Speaking & Writingと合わせて4技能
測定のスタンダードを目指す。2016年5月の公
開テストより出題形式を一部変更し、よりオー
センティックな出題形式が採用され、例えばリ
スニングセクションではこれまで1人のスピー
－98－
チや2人の会話だったが、3名会話設問が加わり、
SNSなどインターネットによるコミュニケー
ションツールの発達に合わせてリーディングセ
クションではテキストメッセージやインスタン
トメッセージ（チャット）、オンラインチャッ
ト形式の複数名の行う設問も加えられる。
以上、既に実施実績のある外部7検定の中から、
学習指導要領に沿う出題内容や試験条件の公平性等
が考慮され、センター試験・英語に代わる4技能の
測定に相応しいものを国が認定し、大学はその中か
ら入試に活用するものを選択するという方法が考え
られるだろうか。つまり、新テストでは現在のセン
ター試験と同様に「読む」「聞く」の2技能の試験
を実施し、「書く」「話す」については国が認定した
外部検定を利用するか、または大学が4技能ともに
外部検定を利用することも可能となる。将来的には
新テストでは英語試験を実施せず、4技能とも国か
ら認定を受けた外部検定に委ねられるかもしれな
い。特に「書く」と「話す」の測定について外部検
定を活用するのは受験生数によるためだろう。約
56万人の受験生に対する試験実施・採点方法が大
問題で、「話す」試験の実施方法と「話す」「書く」
試験の採点方法が課題となる。「話す」試験の実施
には受験者1名あたり10分程度としても56万人の
ための時間の確保、また試験官と会場の確保も問題
であり、採点基準の統一化も重要になってくる。
5．現状と課題
急速なグローバル化の進展の中で、一人一人に
とって、異文化理解や異文化コミュニケーションは
ますます重要になっている。国際共通語である英語
力の向上は極めて重要で、東京オリンピック・パラ
リンピックを迎える平成32年はもとより、日本は
今後さらに多文化・多言語・多民族の人たちが協調
と競争する国際的な環境の中に置かれるだろう。小
中高を通じてコミュニケーション能力を育成し、「聞
く」「話す」「読む」「書く」の4技能をバランスよ
く育成することを目指すのは当然のことである。
小学校学習指導要領（平成20年3月改訂・23年
度から実施）により、5・6年生において、外国語
活動を週1コマ導入し、中学校学習指導要領（平成
20年3月改訂・24年度実施）により、各学年の授業
時数を週3コマから週4コマ（約3割増）へ充実さ
せて「聞く」「話す」を重視した指導から4技能の
バランスが取れた指導へ改善し、指導語彙も900語
から1,200語へ充実させる。高等学校学習指導要領
（平成21年3月改訂・25年度から年次進行で実施）で、
生徒が英語に触れる機会を充実するとともに授業を
実際のコミュニケーションの場面とするため、授業
は生徒の理解の程度に応じた英語を用いて行うこと
を基本とする。指導語彙を1,300語から1,800語へ充
実させ、生徒の発達の段階や興味・関心に応じて言
語の使用場面を適宜取り上げて、聞く、話す、読む、
書くという4技能を総合的に育成することができる
言語活動を目指す。さらに、大学入試を実施する上
でのガイドラインとして毎年度、大学に通知してい
る「大学入学者選抜実施要項」において、「平成27
年度大学入学者選抜実施要項」からは語学の資格・
検定試験については4技能を測ることのできる試験
を文科省も推奨している。
文科省の方針や思惑とは別に、他方、学生側や英
語教師側の実態はどうか。2013年6月に閣議決定さ
れた「教育振興基本計画」は17年度までに5割の生
徒が高校卒業時に「英検準2 ～ 2級程度以上」、中
学卒業時に「英検3級程度以上」の英語力を身につ
けることを目標に掲げた。英語教員については「英
検準1級程度以上」が中学で50％、高校で75％とし
たが14年度調査では中学28.8％、高校55.4％と達成
が厳しい状況にある。
文科省は2016年に全国国公立中学3年生と高校3
年生を対象に英語の「読む」「聞く」「書く」「話す」
の4技能に関する2015年度の調査結果を公表した。
初めて調査した中3は、「書く」以外で国が卒業時
の目標に掲げる「英検3級程度」に届かない層が約
7 ～ 8割を占め、「書く」は英検3級程度が約4割と
比較的高い一方で0点が1割強とばらつきが見られ
た。14年度に続き2回目の調査の高校生は4技能と
も依然低水準だった。
教員側については、例えば、今年2月に毎日新聞は、
英語教育の基盤強化中心事業としてTOEIC受験の
支援を打ち出した京都府教育委員会の英語指導力向
上を目的とした対策を紹介している。それによると、
50歳未満で英検準1級程度に達していない英語教員
約150人のうち16年度は74人が参加し、一度で目
標とする730点以上（英検準1級に相当）に達しなかっ
た教員には2回目の再試験も行ったが、最終的に合
格したのは対象者74人のうち16人で、最高点は
－99－
885点、58人は730点未満、最低点は280点で、残
り58人には3回目の受験を課すとのこと。勿論、
TOEICの得点＝会話力や英語授業指導能力ではな
いが、小学校全教員を含めて今後様々な対応が迫ら
れる。
教育のグローバル化の推進により、カリキュラム
の見直し、数学・理科・社会といった教科を英語で
学ぶ英語イマージョン教育の導入、一方通行講義か
らディベート型の双方向授業、アクティヴ・ラーニ
ングへの転換などが今まさに一斉に行われている。
インターネットの普及により世界で情報が同時に共
有され、否応無しにグローバル化が進み、教育改革
が国全体の危急の課題となっている。自己アピール
力を高め、理系・文系の垣根を超えた英語による研
究発表を行う等の目標を掲げ、日本の伝統的な教育
スタイルから脱皮しようとしている。
追記
文部科学省は5月16日「大学入学共通テスト」実
施方針案発表。それによると、英語科目は「20年
度から民間試験に全面的に切り替える」A案か、「23
年度まで現行方式のテストを継続し民間試験と併用
する」B案の2案に基づき、6月中にどちらかの案
の一つに絞るとのこと。実用英語技能検定（英検）
やTOEICなど10種類の民間試験の中から、大学入
試センターが水準を満たすものを「認定試験」とし
て選定し、高校3年の4 ～ 12月に2回まで受験可能
で良い方の成績を使用できるとする。
民間試験を導入した場合、英検は「読む・聞く」
の2技能に偏りがあると指定され、TEAP （TOEFL
的4技能試験）は英語受験生全員に対して公平で迅
速な対応ができるか疑問が残り、面接官の問題もあ
る。TOEICは基本的にビジネス英語で大学入試問
題としての適正が問われる。いずれにせよ、今後の
選定が待たれる。
平成29年3月28日 受理
（読売新聞2016年2月2日）
